
近年は、欲しいモノがいつでも入手できる時代へと
変化しています。それを可能にしているのは、物流・
倉庫業です。当法人では、経済発展の下支えを行って
いる物流・倉庫業の経営環境や経営課題を整理し、会
計処理に与える影響などを議論しています。
本稿では、物流・倉庫業の経営環境の変化、そして、

内部統制上と会計上の論点を解説します。

物流・倉庫業を取り巻く環境は＜表1＞のとおり、
大きく変化しています。

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　物流・倉庫業の経営環境

業種別シリーズ

物流・倉庫業における内部統制と会計処理のポイント

物流セクター　企業会計ナビチーム

▶表1　物流・倉庫業の経営環境の変化
経営環境 内容

顧客ニーズの変化 3PL＊に対するニーズが高まり、荷主の物流合理化を企画・提案する能力が求められている

燃料価格の変化 2003年まで80円／L程度で安定していた一般小売の軽油価格は、原油価格高騰に伴い、08年は140円／L程度、15
年は120円／L程度と依然として高止まりの状況であったが、16年は100円／L程度まで下落している（＜図1＞参照）

環境規制 CO2排出量削減のため、モーダルシフト（トラック輸送から船舶や鉄道へ切り替え）や、トラック輸送も共同化・大型
化と変化している

人員不足による人件費や
傭
よう

車
しゃ

費の高騰

深刻なドライバー不足により、人件費や傭車費が高騰し、収益環境が悪化する要因となっている。また、09年度か
らドライバーの有効求人倍率は上昇を続けており、16年1月には2.33倍（厚生労働省「一般職業紹介状況」）と非常
に高い状況となっている

Eコマース（電子商取引）
市場の発達

大規模物流施設の建設が活発化しており、今後は、従来の倉庫～小売店というルートから、大規模施設～直接個人消
費者というルートが増加すると考えられる

荷主勧告制度の法改正
14年4月1日から、ドライバーの拘束時間が原則月間293時間を限度とする労働条件となった。違反となっている要
因が荷主の責任である場合には、荷主勧告が発動されることとなり、多くの荷主はコンプライアンスの観点から、品
質および安全面に取り組む物流会社との取引を優先すると考えられる

＊　サード・パーティー・ロジスティクス：調達から販売までの物流改革を荷主に提案し、包括的な物流サービスを提供すること

▶図1　一般小売価格（軽油）（円／L）
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出典：経済産業省　資源エネルギー庁　石油製品価格調査
　　　（www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/results.html）を加工して作成
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特に物流・倉庫業では、荷主に対して配送・保管・
荷役・その他サービスと、多くの業務を提供します。
社内の作業日報などを基に荷主へ請求を行うため、売
上の計上根拠資料が社内の内部資料となることがあり
ます。根拠のない不適切な売上が計上されるリスクを
認識し、それらを予防・発見する内部統制を構築する
必要があると考えます（＜表2＞参照）。

1. 収益計上基準
物流業においては、短期間に貨物を大量輸送し、同
質のサービスを反復継続していることなどを考慮し
て、実務上は影響が軽微であることを前提に、国内輸
送における積込基準や、海上輸出におけるB／L（船
荷証券）発行日基準など、会社が合理的と認める収益
計上基準を継続して適用しているケースがあります。
一方で、輸送が長期間にわたって行われる場合、作業
の進
しん

捗
ちょく

に応じて売上計上するケースがあります。
また、倉庫業においては、通常、保管業務の取引慣
行として1カ月の保管料収入を10日ごとに分割して
計上する、いわゆる3期制が採用されています。

2. 売上債権貸倒時の貸倒引当金計上
物流・倉庫業において売上債権の貸し倒れが発生し
た場合、債権回収の手段として商事留置権の行使が有
効です。商事留置権とは、債権者、債務者ともに商人
である場合、商行為によって生じた債権の弁済を受け

るまで、債権者が商行為によって占有するに至った債
務者所有の物または有価証券を留置する権利をいいま
す。貸倒引当金計上時には、商事留置権の影響を考慮
する必要があります。

3. 燃料費に係るヘッジ取引
軽油購入取引の価格変動リスクを、原油デリバティ
ブ取引を用いてヘッジする取引について、ヘッジ会計
の要件を満たし、ヘッジ会計を適用できる可能性もあ
ると考えられます。しかし、軽油と原油の価格変動
には一定程度の相関関係はあると考えられるものの、
ヘッジ有効性の評価における高い相関関係（金融商品
会計に関する実務指針第156項）があるとはいえず、
ヘッジ会計の適用要件を満たさない可能性も相当程
度、存在すると考えられます。このため、このような
取引については、ヘッジ会計の適用要件について慎重
に判断する必要があります。

4. 減価償却方法の変更
物流・倉庫業においては、近年、安定的な設備の稼
働や収益獲得が見込まれることなどから、倉庫内の設
備やトラックなど有形固定資産の減価償却方法を定率
法から定額法に変更するケースも見受けられます。

物流・倉庫業を取り巻く環境は大きく変化していま
す。従来は荷主が強い立場にありましたが、近年は、
消費者ニーズを満たすため、荷主にとっても物流・倉
庫会社との連携が必要不可欠な時代となっています。
物流・倉庫業の果たす役割は、今後さらに大きくなる
ものと考えられます。

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
当法人ウェブサイトの「企業会計ナビ」のコーナー
では、物流・倉庫業の内部統制上および会計上の論点
を詳細に解説しています。以下のURLからご覧くだ
さい。

Ⅳ　物流・倉庫業における会計処理のポイント
Ⅴ　おわりに

▶表2　内部統制のポイント例
業務内容 内部統制上、考慮すべき点

受注

• 「受注マスター」への単価、数量、距離、日付、取引
条件等の登録ミスの防止

• 「受注マスター」と「契約書・タリフ」の記載内容の
整合性

配車 • 「受注マスター」と「輸送担当・傭車先への運行指示
書」の記載内容の整合性

輸送
• 「配送先からの検収証」の受領漏れの防止
• 「輸送担当・傭車先が作成する業務完了報告書」の作
成・提出漏れの防止

売上計上 • 「売上伝票」と「配送先からの検収証」「輸送担当・
傭車先からの業務完了報告書」の記載内容の整合性

請求
• 「荷主に対する請求書」と「配送先からの検収証」「輸
送担当・傭車先からの業務完了報告書」の記載内容
の整合性

Ⅲ　物流・倉庫業における内部統制のポイント

www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/
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